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樹医センター運営事業の見直しについて 

 

 

１．樹医制度 

出雲市樹医制度は、緑豊かな自然と健全な樹木の育成を図り、樹木への関心と愛情

が市民の日常生活に深く根ざすことを目的として創設されました。平成元年に林業関

係者からなる出雲市樹医制度検討会による制度検討ののち、最初の樹医認定を行い、

平成２年から活動を開始しています。 

樹医は出雲市樹医センターに所属し、市民からの相談に対して、樹木の病虫害・折

傷等の診断及び防除・治療方法等の助言指導を無料で行っています。また、通常の相

談対応に加え、イベントで樹医相談コーナーを設置し相談・指導も行っています。 

 

『樹医センター組織図』 

                                                          

 

                                  

 

 

 

 

 

 

 

 

２．年度別事業費、樹医人数、相談件数の推移（直近の１０年間） 

年度 事業費（円） 樹医数（人） 相談件数（件） 

平成２０年度 ２，２２８，０８４ ７ ４２７ 

平成２１年度 ２，１２０，６８９ ７ ４２２ 

平成２２年度 ２，１０３，５６２ ７ ３５２ 

平成２３年度 １，２９１，３７３ ５ ３６０ 

平成２４年度 ２，０００，０００ ４ ３８９ 

平成２５年度 ２，０００，０００ ４ ３５９ 

平成２６年度 ２，０００，０００ ６ ３２８ 

平成２７年度 ２，０００，０００ ６ ４１５ 

平成２８年度 １，８９７，７４４ ５ ２８１ 

平成２９年度 １，６２８，７０６ ５ ２７７ 
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３．運営体制変更の経緯 

平成２２年度に行われたゼロベース評価委員会において、受益者が限定されている

ことや受益者負担がないこと、また所期の目的が達成されており、行政の役割は終了

していること、公費負担は不要であること等が指摘され、制度自体は一定の評価をさ

れつつも市としては廃止すべき事業であるとの判定をいただいています。 

 これを受けて事業のあり方を検討した結果、樹医制度は存続を望まれているものの、

開始から２０年以上経ち、社会的にも樹木や森林の大切さが注目されるようになった

ことから、市民に樹木や自然に関心をもってもらうという所期の目的はある程度達成

されたと判断し、平成２４年度から事業実施主体を民間（出雲地区森林組合）に移行

して、市からは運営費の補助を行うことにしました。 

 

 

４．樹医制度見直しに向けた基本的な考え方 

 樹医制度は「緑豊かな出雲市」の実現に向け、庭や公園木等から感じとる、市民誰

もが享受できる「環境緑化」の推進を目指したもので、この考え方は普遍的なもので

あります。 

一方、制度発足から３０年が経過し、時代の流れにより変化してきた市民意識への

対応や、近年問題となった松くい虫被害やナラ枯れ被害もピークを過ぎて終息に向か

っている中、新たな緑化推進の手法の構築が求められていることから、従来、市の公 

共事業として運営してきた樹医制度を他の機関による事業実施に移行するなど、その

見直しが必要であると考えます。 

 

① 環境の変化に即した行政手法への変革 

⇒行財政改革の推進（発足から約３０年が経過し、所期の目的を達成） 

⇒より広範な観点での緑化推進への変革（ＣＯ２の吸収効果や森林資源循環など） 

 

② 新しい市民ニーズへの対応  

  ⇒受益者負担の不公平感の是正（事業仕分けによる指摘） 

  ⇒相談内容の変化（庭木中心から果樹、ガーデニングなどの相談が増加。診断に加

え治療ニーズの高まりへの対応） 

  ⇒住環境の変化（日本的庭園を造成する戸数が減少） 

 

③ 民間力の活用 

⇒樹木医の組織化が進行（樹医を発端に全国で樹木医が制度化され、近年市内でも  

樹木医で構成する、ＮＰＯ法人組織が活動するようになった） 

⇒造園業の発展を促す（治療ニーズに即応できる、造園業界の体制が必要） 
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５．見直しに向けた検討結果 

運営委員会に於いて下記方策について検討し協議を行い、また、直近の利用者へア

ンケート調査を行い要望等の意向を確認しました。 

 

（１）現行制度を他機関に移管しての事業継続の可能性を探りましたが、それぞれの機

関から前向きな回答は得られませんでした。 

  ・出雲地区森林組合の単独事業 

  ・公的機関への事業移管（島根県緑化センター、県中山間地域研究センター） 

・民間団体への事業移管 

 

（２）運営形態を変えず、受益者負担（診断料等）を求めて制度の継続をした場合、有

料による診断結果の責任問題や料金徴収の取扱いなどの問題により断念しました。 

 

（３）業務内容を変更し、公共機関からの樹木相談に限定した事業として継続した場合、

運営に際して新たに予算が発生すること。ニーズが少ないこと。診断のみで処置は

専門業者に委託すること。などから公共機関に特化することを断念しました。 

 

（４）インターネット等を活用した市民サービスへの移行について 

【アンケート調査】 

対象者：平成２８年度樹医センターを利用者した個人２３６名 

回答者：１４７名（約８５％が６０歳以上） 

主な回答：・樹医センターへの相談回数・・・１回（５０％） 

     ・樹医制度が無い場合の対処・・・民間業者へ相談する（４０％） 

     ・専用ＨＰがあった場合の利用・・利用する（５４％） 

     ・診断後の処置について ・・・自分または業者に依頼した（７１％）  

     ・適正な診断料について  ・・・１回あたり１千円以内（７０％） 

 

相談１件当たりの料金（平成 29年度）     

項 目 金 額 １件当たり料金 備 考 

樹医手当関係 1,073,930円 3,900円 月額手当、出動手当、旅費、保険料 

センター運営費 554,776円 2,000円 電話料、事務費、需用費 

合計 1,628,706円 5,900円  

 

 

 

 

    平成３０年度末で事業廃止とします。事業廃止に先立ち、ホームページの作

成等を実施し、廃止後の対応に備えます。 
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６．見直し後のサービス提供について 

 制度廃止後の対応方策の構築 

廃止後の市民相談の受け皿として、①主な樹木の病虫害についてインターネット

上で診断できるシステムを構築し、②廃止後の相談窓口となる造園業者を紹介しま

す。 

 

①主な樹木の病虫害についてインターネット上で診断できるシステムの構築 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

②廃止後の専門的案件の相談窓口となる造園業者の紹介 

樹医センター閉所後、下記の条件で市民対応が可能な市の指名業者を掲載します。 

  ●樹木について専門知識を有し、相談を含めた処置に対応できる。 

●処置に係る薬剤及び機材が確保できる。 

●見積書の作成が迅速に対応できる。 

※樹木剪定業務指名入札登録業者１４社のうち８社が対応可能 

 

③今後検討する新たな市民サービス 

・ＮＰＯ法人樹木医会との連携による、緑化、樹木に関する市民学習講座を開催し

ます。 

イメージ 

樹種（13種） 

（相談件数の 70％をカバー） 

症状 症状 症状 

処置方法 処置方法 処置方法 

 

※樹木診断システム（概要） 

樹医制度発足後、約３０年間で蓄積された診断結果等を基に、主な樹種、病虫害を判定できる

システムを作成し、ホームページ上で公開します。 

 樹種を選択⇒症状⇒処置方法と画面が展開するシステムで、樹医又は NPOしまね樹木医会に監

修を依頼します。 

※インターネットの利用が困難な方への対応 

 ホームページと同等の内容の冊子を作成します。 
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  ・緑化や森林に関する専門家と市民や森林ボランティア団体、学校関係者、ＰＴＡ等 

をつなぐマッチング事業（森の人材バンク）の新設をします。 

 

７． 市民への周知 

 ・広報いずも及び市ホームページにより、事業廃止に伴うインターネット樹木診断

システム、協力造園業者について周知します。 
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ホームページイメージ１ 
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ホームページイメージ２ 

７ 


